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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物理的物体の三次元（３Ｄ）表現の有限要素解析において使用するためのコンピュータ
に実装される方法であって、
　１または複数のプロセッサを用いて、
　前記３Ｄ表現の複数の保持される自由度を組み合わせて根の部分構造を形成するステッ
プと、
　前記３Ｄ表現の構造を、縮退された自動マルチレベル部分構造法（ＡＭＬＳ）の部分空
間上に縮退させるステップと、
　前記縮退された構造に基づき複数の固有モードと縮約された演算子を計算するステップ
と、
　ＡＭＬＳ変換行列を使用して複数の拘束モードを計算するステップと、
　前記複数の固有モード、複数の拘束モードおよび縮約された演算子に基づき、前記３Ｄ
表現の少なくとも１つの部分構造を生成するステップと、
　前記少なくとも１つの部分構造をメモリ領域に保存するステップと
を含むことを特徴とするコンピュータに実装される方法。
【請求項２】
　剛性行列、質量行列、減衰行列および力ベクトル行列の内少なくとも１つを計算するス
テップをさらに含み、前記剛性行列、前記質量行列、前記減衰行列および前記力ベクトル
行列の内少なくとも１つに少なくとも部分的に基づき、前記縮退された構造が計算される
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ことを特徴とする請求項１に記載のコンピュータに実装される方法。
【請求項３】
　構造を縮退させるステップが、前記構造を、前記剛性行列、前記質量行列、前記減衰行
列および前記力ベクトル行列の内少なくとも１つに少なくとも部分的に基づき、複数のレ
ベルの前記少なくとも１つの部分構造に分割するステップを含むことを特徴とする請求項
２に記載のコンピュータに実装される方法。
【請求項４】
　複数の固有モードおよび縮約された演算子を計算するステップが、縮退された構造を使
用して、縮退された固有問題を計算するステップを含むことを特徴とする請求項１に記載
のコンピュータに実装される方法。
【請求項５】
　前記複数の固有モード、複数の拘束モードおよび縮約された演算子を前記メモリ領域に
保存するステップをさらに含むことを特徴とする請求項１に記載のコンピュータに実装さ
れる方法。
【請求項６】
　構造を縮退させるステップが、前記根の部分構造を除いて前記構造を縮退させるステッ
プを含むことを特徴とする請求項１に記載のコンピュータに実装される方法。
【請求項７】
　構造を縮退させるステップが、前記構造および前記根の部分構造を縮退させるステップ
を含むことを特徴とする請求項１に記載のコンピュータに実装される方法。
【請求項８】
　複数の直交修正動的モードを計算するステップをさらに含むことを特徴とする請求項７
に記載のコンピュータに実装される方法。
【請求項９】
　前記複数の直交修正動的モードを前記メモリ領域に保存するステップをさらに含むこと
を特徴とする請求項８に記載のコンピュータに実装される方法。
【請求項１０】
　物理的物体の三次元（３Ｄ）表現の有限要素解析において使用するためのコンピュータ
であって、
　メモリ領域と、
　前記メモリ領域に対して動作可能に連結されるプロセッサであって、
　　前記３Ｄ表現の複数の保持される自由度を組み合わせて根の部分構造を形成し、
　　前記３Ｄ表現の構造を、縮退された自動マルチレベル部分構造法（ＡＭＬＳ）の部分
空間上に縮退させ、
　　前記縮退された構造に基づき、複数の固有モードと縮約された演算子を計算し、
　　ＡＭＬＳ変換行列を使用して複数の拘束モードを計算し、
　　前記複数の固有モード、複数の拘束モードおよび縮約された演算子に基づき、前記３
Ｄ表現の少なくとも１つの部分構造を生成し、
　　前記少なくとも１つの部分構造を前記メモリ領域に保存する
　べく構成されるプロセッサと
を備えることを特徴とするコンピュータ。
【請求項１１】
　前記プロセッサが、剛性行列、質量行列、減衰行列および力ベクトル行列の内少なくと
も１つを計算するべくさらに構成され、かつ、前記剛性行列、前記質量行列、前記減衰行
列および前記力ベクトル行列の内少なくとも１つに少なくとも部分的に基づき、前記縮退
された構造が計算されることを特徴とする請求項１０に記載のコンピュータ。
【請求項１２】
　前記プロセッサが、前記構造を、複数のレベルの前記少なくとも１つの部分構造に分割
し、前記剛性行列、前記質量行列、前記減衰行列および前記力ベクトル行列の内少なくと
も１つに少なくとも部分的に基づくべくさらに構成されることを特徴とする請求項１１に
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記載のコンピュータ。
【請求項１３】
　前記プロセッサが、前記縮退された構造を使用して、縮退された固有問題を計算するべ
くさらに構成されることを特徴とする請求項１０に記載のコンピュータ。
【請求項１４】
　前記プロセッサが、前記複数の固有モード、複数の拘束モードおよび縮約された演算子
を前記メモリ領域に保存するべくさらに構成されることを特徴とする請求項１０に記載の
コンピュータ。
【請求項１５】
　前記プロセッサが、前記根の部分構造を除いて前記構造を縮退させるべくさらに構成さ
れることを特徴とする請求項１０に記載のコンピュータ。
【請求項１６】
　前記プロセッサが、前記構造および前記根の部分構造を縮退させるべくさらに構成され
ることを特徴とする請求項１０に記載のコンピュータ。
【請求項１７】
　前記プロセッサが、複数の直交修正動的モードを計算するべくさらに構成されることを
特徴とする請求項１６に記載のコンピュータ。
【請求項１８】
　前記プロセッサが、前記複数の直交修正動的モードを前記メモリ領域に保存するべくさ
らに構成されることを特徴とする請求項１７に記載のコンピュータ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書に記載される実施形態は、概して有限要素解析に関し、その上、特に、自由度
が高い構造を有する有限要素解析（ＦＥＡ：ｆｉｎｉｔｅ　ｅｌｅｍｅｎｔ　ａｎａｌｙ
ｓｉｓ）シミュレーションに関する。
【背景技術】
【０００２】
　部分構造法技術（ｓｕｂｓｔｒｕｃｔｕｒｉｎｇ　ｔｅｃｈｎｉｑｕｅ）（または区分
モード合成法（ｃｏｍｐｏｎｅｎｔ　ｍｏｄｅ　ｓｙｎｔｈｅｓｉｓ））は、一般に、大
きく複雑な構造システムを解析するための有限要素フレームワークにおいて採用される。
これらの技術により、局所的な設計の修正が簡単にされ、モデルの組立プロセスを加速さ
せる。特に、大型車両モデルの設計段階では、被組立体系のサイズを小さくし、ひいては
被組立体系を用いた後の解析のコストを減少させるために、部分構造法技術が使用される
ことが多い。部分構造法技術を使用して大型システムのサイズを減少させるためには、拘
束（静的とも呼ばれることがある）モードに加えて、一般に切断正規モードが使用される
。より高周波での有限要素モデルに対して高まる精度要件に応えるために、モデルシステ
ムのサイズは著しく大きくなり、多くの部分構造固有モードが必要とされる。
【０００３】
　広範囲な固有値の問題を解決するための既知の一方法として、自動マルチレベル部分構
造法（ＡＭＬＳ：ａｕｔｏｍａｔｅｄ　ｍｕｌｔｉｌｅｖｅｌ　ｓｕｂｓｔｒｕｃｔｕｒ
ｉｎｇ）技術があげられる。ＡＭＬＳ技術は、大規模な部分構造の生成のための固有値解
処理の速度を上げるためにも使用される。しかし、部分構造の生成は、固有モードおよび
拘束モードを含む部分構造モード空間に部分構造システム行列を投影する一方、膨大な計
算時間を要し、大量のコンピュータ資源を必要とする。何故なら、大規模部分構造の全部
分構造モードは、後の復元のために保存され、かつ、部分構造生成処理における縮約され
た（ｃｏｎｄｅｎｓｅｄ）行列計算のために回収される必要があるからである。大規模モ
デルの従来の動的部分構造生成の手順では、固有モードの計算は強制的なものであり、拘
束モードを計算し、かつシステム行列（例えば、剛性行列、質量行列、減衰行列、および
力ベクトル）を部分構造モード空間に投影するコストは、投影が物理空間において全部分
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構造モードを使用して行われるため非常に高く、上記物理空間のサイズは数千万自由度を
優に超える。
【発明の概要】
【０００４】
　一態様において、物理的物体の三次元（３Ｄ：ｔｈｒｅｅ－ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａｌ）
表現の有限要素解析における使用のために、コンピュータに実装される方法が提供される
。コンピュータに実装される方法には、ＡＭＬＳ法において、１または複数のプロセッサ
を用いて、３Ｄ表現の複数の保持される自由度を組み合わせて根の部分構造を形成するス
テップと、３Ｄ表現の構造を、複数のレベルでＡＭＬＳ部分構造モードの部分空間（すな
わち縮退された（ｒｅｕｃｅｄ）ＡＭＬＳの部分空間）上に縮退させるステップと、縮退
された構造に基づき複数の固有モードと縮約された演算子を計算するステップと、ＡＭＬ
Ｓ変換行列を使用して複数の拘束モードを計算するステップと、が含まれる。コンピュー
タに実装される方法にはまた、複数の固有モード、複数の拘束モードおよび縮約された演
算子に基づき、３Ｄ表現の少なくとも１つの部分構造を生成するステップと、少なくとも
１つの部分構造をメモリ領域に保存するステップとが含まれる。
【０００５】
　別の態様において、物理的物体の三次元（３Ｄ）表現の有限要素解析における使用のた
めに、コンピュータが提供される。上記コンピュータには、メモリ領域と、メモリ領域に
対して動作可能に連結されるプロセッサが含まれる。プロセッサは、ＡＭＬＳ技術を利用
して、３Ｄ表現の複数の保持される自由度を組み合わせて根の部分構造を形成するべく、
３Ｄ表現の構造を、複数のレベルでＡＭＬＳ部分構造モードの部分空間上に縮退させるべ
く、縮退された構造に基づき、複数の固有モードと縮約された演算子を計算するべく、Ａ
ＭＬＳ変換行列を使用して複数の拘束モードを計算するべく、構成される。プロセッサは
また、複数の固有モード、複数の拘束モードおよび縮約された演算子に基づき、３Ｄ表現
の少なくとも１つの部分構造を生成するべく、少なくとも１つの部分構造をメモリ領域に
保存するべく構成される。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
　本発明の１つまたは複数の実施形態の詳細が、添付の図面および以下の説明において記
載される。本発明の他の特徴、目的、および利点は、この説明および図面、また請求項か
ら明らかになるであろう。
【図１】図１は、固有モードを計算するためのＡＭＬＳ技術および既知のクレイグ・バン
プトン、もしくは固定インターフェースである部分構造生成技術を含む既知の処理を例示
するフローチャートである。
【図２】物理的物体の三次元（３Ｄ）表現の有限要素解析（ＦＥＡ）において使用される
ＡＭＬＳベースのクレイグ・バンプトン処理を含む一例の方法を例示するフローチャート
である。
【図３】分割された系のマルチレベル部分構造木である。
【図４】保持される自由度を含む、分割された系のマルチレベル部分構造木である。
【図５】図１に示すものと同様の既知の処理を例示するフローチャートであり、従来のク
レイグ・チャン（すなわち自由インターフェース）部分構造が、自由インターフェース正
規モードおよび拘束モードを使用して生成される。
【図６】物理的物体の３Ｄ表現のＦＥＡで使用するためのＡＭＬＳベースのクレイグ・チ
ャン処理を含む一例の方法を例示するフローチャートである。
【図７】物理的物体の３Ｄ表現の有限要素解析で使用する一例のコンピュータシステムの
概略ブロック図である。
【図８】図７に示されるコンピュータシステムで使用する一例のコンピュータアーキテク
チャの概略ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
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　本明細書において使用される時、用語「クレイグ・バンプトン」および「クレイグ・バ
ンプトンの」処理、プロシージャ、および／または方法は概して、固有モードおよび／ま
たは剰余モードを含む拘束モードおよび固定インターフェース動的モードを使用する部分
構造法に関する。
【０００９】
　本明細書において使用される時、用語「クレイグ・チャン」および「クレイグ・チャン
の」処理、プロシージャ、および／または方法は概して、修正固有モードおよび／または
剰余モードを含む拘束モードおよび自由インターフェース動的モードを使用する部分構造
法に関する。クレイグ・チャン法では、直交化処理を使用して動的モードの可能性のある
線形依存性を排除し、動的モードを固定インターフェース法におけるものと同じ構造に修
正する（しかし、部分空間は変更しない）。
【００１０】
　本明細書において使用される時、用語「一般混合インターフェースの」処理、プロシー
ジャ、および／または方法は概して、部分構造インターフェースおよび／またはいずれか
の他の動的モードにおいて任意の境界条件を有する固有モードを含んで良い一般動的モー
ドを使用する、部分構造法を示す。クレイグ・バンプトン法およびクレイグ・チャン法は
両者ともこの一般的アプローチのサブセットである。
【００１１】
　本明細書において、物理的物体の三次元（３Ｄ）表現の有限要素解析で使用する方法、
システム、装置およびコンピュータプログラム例示の実施形態が、記載される。本明細書
に記載される実施形態は、ＡＭＬＳ固有値解のプロシージャと部分構造生成処理との統合
を容易にし、現在の部分構造生成プロシージャの欠点に対処する。さらに、本明細書に記
載される実施形態を使用することで、部分構造通常モードおよび拘束モード、ならびに縮
約された部分構造システム行列の計算において、ＡＭＬＳ固有値解処理中、追加的な計算
コストが非常に少なく済む。従って、本明細書に記載される実施形態では、部分構造生成
処理の性能が有意に向上され、全部分構造モード（固有モードおよび拘束モードを含む）
の使用および計算の要件を排除することにより、計算資源の使用を減少させる。
【００１２】
　本明細書に記載される方法、システム、装置およびコンピュータプログラムの例示の技
術形態の効果には、新しいＡＭＬＳベースの部分構造生成アルゴリズムが含まれる。固定
インターフェース、自由インターフェースおよび混合インターフェース、の部分構造は、
ＡＭＬＳ固有値解プロシージャ内で生成させることが可能である。従来の部分構造生成法
では、除去された自由度（ＤＯＦ：ｄｅｇｒｅｅ　ｏｆ　ｆｒｅｅｄｏｍ）に対する剛性
行列を因数分解すること、および、除去されたＤＯＦと保持されたＤＯＦの間の連結剛性
の項を本系の右辺のベクトルとして用いて一次式を解くこと、により拘束モードが計算さ
れる。そして、全固有モードおよび拘束モードを使用して、縮約されたシステム行列が計
算される。剛性行列がＡＭＬＳ変換中に因数分解されるため、因数分解された剛性行列は
再利用されて、ＡＭＬＳ固有値解処理において拘束モードを計算することができる。これ
により、部分構造生成処理において剛性行列の一因数分解が省略される。また、縮約され
たシステム行列は、保持された部分構造が根の部分構造として定義される場合、保持され
た部分構造のシステム行列である。このことは、縮約された行列の対角ブロックがＡＭＬ
Ｓ変換処理の一部として計算され、部分構造生成のための縮約された剛性および質量行列
の対角ブロックを計算する余分なコストが必要ない、ということを意味する。さらに、全
固有モードを必要とする縮約された質量行列および減衰行列の非対角ブロックは、縮退さ
れたＡＭＬＳ部分空間上で計算コストをほとんどかけずに計算可能であるが、それは、縮
退されたＡＭＬＳ部分空間が典型的には、構造の元のサイズより２桁小さいからである。
従って、部分構造生成処理における計算は、完全に省略される。加えて、本発明の例示の
実施形態について本明細書に記載されるように、全固有モードは、部分構造全復元以外に
は必要ではないため、部分構造生成のために必ずしも計算されるわけではない。それゆえ
、部分構造生成処理において選択的な復元が求められる場合、ユーザ定義のノードにおけ
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ドの復元の時間を節約し、続く部分構造生成処理のための大規模な全固有モードの保存に
必要とされる二次的なディスク空間を取り除くことができる。クレイグ・チャン法では、
修正動的モードの必要な直交化は縮退されたＡＭＬＳ部分空間上で効率的に行うことが可
能であり、これにより計算の必要性が大幅に削減される。
【００１３】
　図１は、固有モードを計算するためのＡＭＬＳ技術１０２、および、周知のクレイグ・
バンプトン、もしくは固定インターフェース、の部分構造生成技術１０４、を含む既知の
処理を例示するフローチャート１００である。既知の処理において、物理的物体の３Ｄ表
現またはモデルに対して、システム行列が組み立てられ（１０６）、これには剛性行列、
質量行列、減衰行列、および／または力ベクトル行列が含まれる。例えば、剛性行列（Ｋ
）および質量行列（Ｍ）は、式（１）および（２）に示すように分割される。
【００１４】
【数１】

【００１５】
【数２】

【００１６】
ここで、一部分構造に対して、下付き添字ｅは、除去された自由度を表し、下付き添字ｒ
は保持された自由度を表す。この系では、クレイグ・バンプトン変換行列は式（３）に示
すように書くことができる。
【００１７】
【数３】

【００１８】
ここで、
【００１９】
【数４】

【００２０】
である。
【００２１】
　縮約された（または投影された）剛性（Ｋ）および質量（Ｍ）の行列は、クレイグ・バ
ンプトン行列変換を使用して、式（４）から（８）に示すように書くことができる。
【００２２】

【数５】

【００２３】
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【数６】

【００２４】
ここで
【００２５】

【数７】

【００２６】
【数８】

【００２７】
【数９】

【００２８】
ここで、Λααは、対角上に固有値を有する対角行列を表し、αは部分構造のモード自由
度を表す。
【００２９】
　同様に、縮約された減衰行列は、式（９）から（１２）に示すように形成することがで
きる。
【００３０】
【数１０】

【００３１】
ここで
【００３２】
【数１１】

【００３３】

【数１２】

【００３４】
【数１３】

【００３５】
　加えて、縮約（または投影）された力ベクトル行列は式（１３）に示すように書くこと
ができる。
【００３６】
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【数１４】

【００３７】
　部分構造生成プロシージャの目的は、部分構造モード（固有モード（Φ）＋拘束モード
（Ψ））および縮約された部分構造システム行列
【００３８】

【数１５】

【００３９】
および
【００４０】

【数１６】

【００４１】
を生成することである。
【００４２】
　従って、ＡＭＬＳプロシージャ１０２において、一構造が複数のレベルで複数の部分構
造に分割され（１０８）、上記構造は部分構造モードの部分空間に対して縮退される（１
１０）。得られる固有問題が解決されて（１１２）縮退された固有モードが計算され、全
体固有モードが復元されて（１１４）メモリ領域に保存される（１１６）。
【００４３】
　クレイグ・バンプトンプロシージャ１０４では、まず、拘束モードが計算され（１１８
）メモリ領域に保存される（１２０）。次に、縮約部分構造演算子を計算する（１２２）
ことにより１つまたは複数の部分構造が生成され、そしてメモリ領域に保存される（１２
４）。
【００４４】
　上述の処理を使用することには欠点があることは既知である。例えば、本既知の処理で
は、膨大な計算時間を要し、大量のコンピュータ資源を必要とし、何故なら、大規模部分
構造の全部分構造モードは、後の復元のために保存、かつ、部分構造生成処理における縮
約された行列計算のために回収される必要があるからである。大規模モデルの従来の動的
部分構造生成の手順では、固有モードの計算は強制的なものであり、拘束モードを計算し
、かつシステム行列をクレイグ・バンプトン部分空間（固有モードおよび拘束モード）に
投影するコストは、投影が物理空間において全部分構造の固有モードおよび拘束モードを
使用して行われるため非常に高く、そのサイズは数千万自由度を優に超える。これにより
、大容量のデータ記憶領域が必要とされ、ハードディスク等の１つのメモリ領域からオペ
レーティングメモリ等の別のメモリ領域にデータの一部を転送することにますます多くの
時間を要することになる。
【００４５】
　図２は、物理的物体の３Ｄ表現のＦＥＡにおける使用のためにＡＭＬＳベースの処理と
クレイグ・バンプトン処理を統合する一例の方法を例示するフローチャート２００である
。例示の実施形態において、システム行列が物理的物体の３Ｄ表現またはモデルに対して
組み立てられ（２０２）、上記行列には、図１について上述した剛性行列、質量行列、減
衰行列、および／または力ベクトルが含まれる。
【００４６】
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　さらに、根の部分構造固有問題がＡＭＬＳ処理で解決され、完全に対角な変換剛性行列
が作成される。従って、保持される自由度のみを有するように定義される根の部分構造に
対しては、例示の実施形態ではもはや、根の部分構造固有問題に対する解を計算すること
、および、根の部分構造固有モードを用いた縮退処理を必要としない。よって、縮約され
たシステム行列を、ＡＭＬＳ固有値解処理中に作成される副産物を使用して、クレイグ・
バンプトン部分空間上で生成することが可能となる。
【００４７】
　例示の実施形態において、ＡＭＬＳ処理により計算される全体固有モードが、ＡＭＬＳ
変換行列の観点から表現される。ＡＭＬＳ処理を使用して計算される固有モードは、式（
１４）で示すように表現することができる。
【００４８】
【数１７】

【００４９】
ここで、ＴAはＡＭＬＳ変換行列、ΦAはＡＭＬＳ部分構造モード空間において計算される
縮退された固有モードを表す行列である。クレイグ・バンプトン変換行列は２つの要素に
分割可能であるため、この本ＡＭＬＳ変換行列を必然的に２つの部分に分けることが可能
である。すなわち、式（１５）に示すように、部分構造拘束モードおよび部分構造固定イ
ンターフェース固有モードである。
【００５０】
【数１８】

【００５１】
ここで、ｎは部分構造の数、ΨS

(i)は部分構造ｉの拘束モード行列、ΦS
(i)は部分構造ｉ

に対応する固有ベクトルを持つブロックを除く対角ブロック上に恒等行列を持つブロック
対角行列である。
【００５２】
　さらに、最終的なＡＭＳＬ変換行列が全ての部分構造変換行列の積であるため、式
（１５）の
【００５３】
【数１９】

【００５４】
は、以下の式（１６）に示すように、完全に連結された拘束モード行列を示す。
【００５５】
【数２０】

【００５６】
　図３は、分割された系の２つのレベルの部分構造木３００である。上述の処理を使用し
て、部分構造１に対して、ΨS

(i)は式（１７）に示すように表される。
【００５７】
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【数２１】

【００５８】
　同様に、部分構造２のΨS

(2)が式（１８）により与えられる。
【００５９】
【数２２】

【００６０】
　さらに、部分構造３のΨS

(3)が式（１９）により与えられる。
【００６１】

【数２３】

【００６２】
　部分構造４および５の拘束モード行列は部分構造１および２の拘束モード行列と同様で
あり、部分構造７の拘束モード行列は完全に恒等行列となる。従って、拘束モードの最終
的な行列は式（２０）により表すことができる。
【００６３】

【数２４】

【００６４】
ここで、
【００６５】
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【数２５】

【００６６】
は式（２１）に示すように部分構造ｉとｊの間を連結した拘束モードである。
【００６７】
【数２６】

【００６８】
また、Ｓijは部分構造ｊの下位である部分構造ｉの上位の添字の集合である。
【００６９】
　例示の実施形態において、部分構造固有モード行列について、部分構造１のΦS

(1)は式
（２２）のように表される。
【００７０】

【数２７】

【００７１】
　各部分構造の部分構造固有モード行列は、固有モード行列が対応する対角ブロックに現
れることを除いて部分構造１と同じである。従って、最終的な部分構造固有モード行列は
、式（２３）のように表すことができる。
【００７２】

【数２８】

【００７３】
　各部分構造固有モード行列がブロック対角であるため、最終的な行列において連結する
項が存在しない。従って、ＡＭＬＳ変換行列は式（２４）に示すように表すことができる
。
【００７４】
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【数２９】

【００７５】
　ＡＭＬＳ変換処理中、部分構造拘束モード行列ΨS

(i)および部分構造固有モード行列Φ

S
(i)は、質量行列および剛性行列の左右両項に適用されシステム行列が増分的に変換され

る。部分構造拘束モード行列ΨS
(i)は、数値線形代数の趣旨では、部分構造ｉに対応する

ブロックの剛性行列のブロック基本ガウス消去ツールと呼ぶことができる。従って、部分
構造ｉに対応する剛性行列のブロックはこのガウス消去ツールを適用することにより消去
され、変換された剛性行列は全ての部分構造拘束モード行列が適用された後にブロック対
角となる。剛性行列のブロックガウス消去法がＡＭＬＳ変換において部分構造木の根に向
かって進むのに伴い、部分構造固有モードが計算される。これらの２つの演算、ガウス消
去法および部分構造固有モード計算、は分割することができる。換言すれば、最初にシス
テム行列が因数分解され、次に各部分構造の固有値問題が解決される。
【００７６】
　ＡＭＬＳ変換を２つの部分に分割することにより、クレイグ・バンプトン変換行列の新
しい形式が導かれる。式（３）のクレイグ・バンプトン変換行列を式（１４）および（１
５）と組み合わせたものは、式（２５）のように表すことができる。
【００７７】
【数３０】

【００７８】
　式（２５）において、Ψerが、定義により、消去された自由度と保持される自由度との
間の連結に対応する剛性行列のブロックガウス消去ツールであるため、Ψerを
【００７９】
【数３１】

【００８０】
に組み合わせることができる。換言すれば、ＡＭＬＳ変換において全体の剛性行列のブロ
ック因数分解中に、Ｋerのブロック因数分解が実行可能である。これにより、各部分構造
について拡張された行および列を持つ各ΨS

(i)が作成され、これが保持される自由度の部
分構造に対応する。例えば、保持される自由度のみを有する根の部分構造を定義すること
が可能であり、先の２つのレベルの部分構造木４００を図４に示すように再配置すること
ができる。
【００８１】
　引き続き図４を参照すると、この部分構造木のΨS

(i)は式（２６）のように書くことが
できる
【００８２】
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【数３２】

【００８３】
　さらに、拘束モードΨは式（２７）に示すように表すことができる。
【００８４】
【数３３】

【００８５】
　ここで、
【００８６】
【数３４】

【００８７】
は、マルチレベル拡張による部分構造ｉに対応するガウス消去ツールの完全に連結された
ブロックを表す。各
【００８８】
【数３５】

【００８９】
は、式（２１）と同様な以下の公式化を用いて式（２８）に示すように計算することがで
きる。
【００９０】

【数３６】

【００９１】
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【００９２】
【数３７】

【００９３】
は、再帰的に計算されるため、ＡＭＬＳ変換の後に計算可能である。しかし、
【００９４】

【数３８】

【００９５】
は各部分構造ｉにおいて計算されるため、部分構造ｉから保持される自由度への静的縮約
（すなわちシューアの補行列）の寄与、Ｋrr

(i)を各部分構造ｉにおいて計算し、後に最
終的な静的縮約に加えることが可能である。従って、保持される自由度のみについて最終
的に縮約される剛性行列は、式（２９）に示すように、根の部分構造の剛性行列を組み立
てることにより計算される。ここで、
【００９６】
【数３９】

【００９７】
は、中間物が全ての下位からの全ての寄与を含むことを示す。
【００９８】
【数４０】

【００９９】
　同様に、最終的な縮約された質量行列が式（３０）に示すように組み立てられる。ここ
で、
【０１００】
【数４１】

【０１０１】
および
【０１０２】
【数４２】

【０１０３】
は中間物が全ての下位からの全ての寄与を含むことを示す。
【０１０４】
【数４３】
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　従って、保持される自由度のみを有する根の部分構造（部分構造ｒ）について剛性行列
および質量行列を組み立てることにより、式（２９）および（３０）に示すように縮約さ
れた剛性行列および質量行列が得られる。特に、ＡＭＬＳ変換においては、保持される部
分構造の固有問題が解決されず、保持される部分構造と消去された部分構造との間を連結
する非対角質量連が縮退されない。
【０１０６】
　さらに、縮退された固有モード（ΦA）が、消去された自由度の部分構造について計算
される場合、縮約された非対角質量行列を縮退された固有モードで計算することができる
。これを式（３１）に示す。
【０１０７】
【数４４】

【０１０８】
　式（２８）において、
【０１０９】
【数４５】

【０１１０】
は保持される自由度と消去される自由度との間の左辺の縮退質量連結であり、ＡＭＬＳ変
換において保持される部分構造の固有モードで縮退を行わないことで簡単に得られる。従
って、縮約されたクレイグ・バンプトン行列、
【０１１１】
【数４６】

【０１１２】
および
【０１１３】
【数４７】

【０１１４】
、はＡＭＬＳ変換中に計算される。縮約された非対角質量行列
【０１１５】
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【数４８】

【０１１６】
は、消去された自由度のみを有する部分構造の縮退固有モードを計算後、縮退固有モード
に一方の辺の縮退質量連結
【０１１７】

【数４９】

【０１１８】
を事前に掛けることにより計算される。
【０１１９】
　質量行列の縮約と同様に、対称減衰行列が対角ブロックを除いてクレイグ・バンプトン
部分空間に投影される。
【０１２０】

【数５０】

【０１２１】
および
【０１２２】
【数５１】

【０１２３】
は質量行列の縮約と同じ方法で計算可能である。減衰行列の対角ブロック
【０１２４】
【数５２】

【０１２５】
は、モード減衰行列であり、これは通常、後続の安定した状態の動的解析のためのＡＭＬ
Ｓ復元位相で計算される。本モード減衰行列は、縮退ＡＭＬＳ部分空間上において式（３
２）で導かれる通り、計算可能である。
【０１２６】
【数５３】

【０１２７】
　従って、任意の対称減衰行列をＡＭＬＳ変換処理の間に同様に縮約することができる。
【０１２８】
　力ベクトルの縮約については、縮約された力ベクトルはＡＭＬＳ縮退固有モードの観点
から式（３３）のように表すことができる。
【０１２９】
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【数５４】

【０１３０】
　例示の実施形態において、モード力ベクトル、
【０１３１】

【数５５】

【０１３２】
、はＡＭＬＳ復元位相で計算される。保持される自由度
【０１３３】

【数５６】

【０１３４】
に対する縮約された力ベクトルは、全右辺ベクトルとして計算可能である。強制自由度が
構造木の根の部分構造の直下の最後の部分構造に限定される場合、計算はより単純になる
。例えば、強制自由度が部分構造７および部分構造ｒのみに組み込まれる場合、縮約され
た力ベクトルは式（３４）に示すように計算された。
【０１３５】

【数５７】

【０１３６】
　このため、全体固有モード、拘束モード、および全ての縮約部分構造システム行列はＡ
ＭＬＳ固有値解プロシージャの最中に計算可能である。このことは、部分構造生成プロシ
ージャにおいて、拘束モードを計算し、およびシステム行列をクレイグ・バンプトン部分
空間に投影するための計算位相が省略されることを意味する。換言すれば、部分構造生成
プロシージャはＡＭＬＳ固有値解プロシージャに完全に埋め込まれるというこことである
。これにより、後続の部分構造生成のためのＡＭＬＳ固有値解プロシージャにおける全固
有モードの必要性が取り除かれ、大規模モデルの全固有モードに関連する大量のコンピュ
ータ資源の利用が緩和される。
【０１３７】
　図２を再度参照すると、根の部分構造において複数の保持される自由度が組み合わされ
る（２０４）。一構造が複数のレベルの複数の部分構造に分割され（２０６）、上記構造
は次に部分構造モード部分空間上に縮退される（２０８）。しかし、特に、根の部分構造
モード部分空間は計算されず、根の部分構造は縮退されない。得られる縮退された固有問
題は解決されて（２１０）固有モードが復元され（２１２）かつ複数の拘束モードおよび
縮約された演算子が計算され、その全てがメモリ領域に保存される（２１４）。
【０１３８】
　例示の実施形態において、ＡＭＬＳおよびクレイグ・バンプトンプロシージャが統合さ
れるため、何らかの計算を行って１つまたは複数の部分構造を生成する必要が無い。従っ
て、部分構造の通常モードおよび拘束モード、ならびに縮約された部分構造システム行列
の計算は、追加的な計算コストが非常に少なく済む。上述の実施形態は部分構造生成処理
の性能を有意に向上させ、全部分構造モードの使用と計算の必要性を取り除くことにより
計算資源の利用を低減させる。
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【０１３９】
　図５は、上記で図１に示したものと同様の既知の処理を例示するフローチャート５００
であり、上記処理において、自由インターフェース通常モードおよび拘束モードを使用し
て従来のクレイグ・チャン（すなわち自由インターフェース）部分構造を生成可能である
。さらに具体的には、図５は固有モードおよび既知のクレイグ・チャン（すなわち自由イ
ンターフェース）を復元するためのＡＭＬＳ技術５０２、および、部分構造生成技術５０
４を含む既知の処理を例示する。既知の処理では、図１で上述したものと同一または同様
の操作を用いて、剛性行列、質量行列、減衰行列および／または力ベクトル行列を含む、
物理的物体の３Ｄ表現またはモデルのためにシステム行列が組み立てられる（５０６）。
【０１４０】
　式（１）のように分割した同じシステム行列を想定すると、クレイグ・チャン法の変換
行列は式（２５）のように書くことができる。
【０１４１】
【数５８】

【０１４２】
　さらに、クレイグ・チャンの変換行列を使用した、縮約された剛性行列および質量行列
は式（３６）に示すように書かれる。
【０１４３】

【数５９】

【０１４４】
ここで、
【０１４５】

【数６０】

【０１４６】
および
【０１４７】
【数６１】

【０１４８】
は式（６）および（７）に示すように表され、剛性行列および質量行列の非対角ブロック
は式（３７）および（３８）に示すように表される。
【０１４９】

【数６２】

【０１５０】
【数６３】
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【０１５１】
　クレイグ・バンプトン法とは異なり、剛性行列に対する拘束モードと自由インターフェ
ース固有モードとの非直交性の関係により、縮約された剛性行列は非ゼロ非対角ブロック
を持つ。換言すると、自由インターフェース固有モードと拘束モードとの間の線形依存性
が存在し得るが、固有モードについての境界条件が保持される自由度に対しては課されな
いため、縮約されたシステムにおいてランク不完全問題の原因となる。
【０１５２】
　自由インターフェース固有モードΦを拘束モードΨと組み合わせることにより、修正動
的モードが得られ、これにより修正動的モードと拘束モードとの間の線形独立性が確保さ
れる。拘束モードを自由インターフェース固有モードから取り去ることにより、式（３９
）に示すように、修正動的モードを剛性行列について拘束モードに対して直交させること
が可能である。
【０１５３】
【数６４】

【０１５４】
　従って、修正動的モードは式（４０）に示すように表すことができる。
【０１５５】
【数６５】

【０１５６】
　修正動的モードは、拘束モードのキャンセルによりヌルベクトルまたは線形依存のベク
トルを含んで良いことは留意すべきである。特異縮約システムを避けるために、修正動的
モードをそれ自身に対して剛性行列および質量行列について直交させるべきである。この
直交化処理は必要な固有モードが多数である大規模モデルついては相当な計算コストの原
因となる。
【０１５７】
　直交修正された固定インターフェース動的モードを用いて、クレイグ・チャン変換行列
の新しい形式は、式（４１）に示すように書くことができる。
【０１５８】
【数６６】

【０１５９】
　この変換行列を用いて、縮約された剛性行列および質量行列は式（４２）および（４３
）に示すように書くことができる。
【０１６０】
【数６７】

【０１６１】
【数６８】
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ここで、
【０１６３】
【数６９】

【０１６４】

【数７０】

【０１６５】
【数７１】

【０１６６】
【数７２】

【０１６７】
【数７３】

【０１６８】
　従って、縮約された減衰行列も式（４９）に示すように書くことができる。
【０１６９】
【数７４】

【０１７０】
ここで、
【０１７１】
【数７５】

【０１７２】

【数７６】

【０１７３】
【数７７】

【０１７４】
　加えて、縮約された力ベクトルは式（５３）に示すように書くことができる。
【０１７５】
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【数７８】

【０１７６】
　従って、ＡＭＬＳプロシージャ５０２では、一構造が複数レベルの複数の部分構造に分
割され（５０８）、上記構造は部分構造モード部分空間に対して縮退される（５１０）。
得られる固有問題が解決されて（５１２）固有モードが計算され（５１４）、メモリ領域
に保存される（５１６）。
【０１７７】
　クレイグ・チャンプロシージャ５０４では、複数の拘束モードが計算され、修正動的モ
ードが直交化され（５１８）、修正動的モードおよび拘束モードがメモリ領域に保存され
る（５２０）。その後、縮約された演算子が計算され（５２２）、メモリ領域に保存され
る（５２４）。
【０１７８】
　図１に例示した処理と同様に、図５の上述の処理を使用することには問題があることは
既知である。例えば、この既知の処理は膨大な計算時間を要し、かつ、大量のコンピュー
タ資源を必要とし、何故なら大規模部分構造の全部分構造モードは、後の復元のために保
存、かつ部分構造生成処理における縮約された行列計算のために回収される必要があるか
らである。大規模モデルの従来の動的部分構造生成の手順では、固有モードの計算は強制
的なものであり、拘束モードを計算し、かつシステム行列を部分構造モード空間に投影す
るコストは、投影が物理空間において全部分構造モードを使用して行われるため非常に高
く、上記物理空間のサイズは数千万自由度を優に超える。これにより、大容量のデータ記
憶領域が必要とされ、ハードディスク等の１つのメモリ領域からオペレーティングメモリ
等の別のメモリ領域にデータの一部を転送することにますます多くの時間を要することに
なる。
【０１７９】
　図６は、物理的物体の３Ｄ表現のＦＥＡにおける使用のためにＡＭＬＳベースのクレイ
グ・チャン処理を統合する一例の方法を例示するフローチャート６００である。図２から
４を参照して上述したＡＭＬＳベースのクレイグ・バンプトン部分構造生成法と同様に、
クレイグ・チャン部分構造はＡＭＬＳ固有値解処理内で生成可能である。しかし、クレイ
グ・チャン法の場合、保持される部分構造に対する固有問題が、全体の縮退システムに対
する自由インターフェース縮退固有モードの後続の計算のために解決される。この場合、
修正動的モードの直交化は物理的なＦＥ空間の代わりに縮退ＡＭＬＳ部分空間において行
うことが可能であり、これにより修正動的モードの直交化のコストが大きく削減される。
さらに詳細には、図６は、物理的物体の３Ｄ表現のＦＥＡにおける使用のためのＡＭＬＳ
ベース処理とクレイグ・チャン処理の統合を含む例示の方法を示す。例示の実施形態にお
いて、物理的物体の３Ｄ表現またはモデルに対して、システム行列が組み立てられ（６０
２）、これには図１について上述したように剛性行列、質量行列、減衰行列、および／ま
たは力ベクトルが含まれる。
【０１８０】
　式（２６）と同様に、システム全体に対してＡＭＬＳにより計算される固有モードは、
保持される自由度のみを含む根の部分構造を含むものであるが、式（５４）に示すように
表すことができる。
【０１８１】

【数７９】
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【０１８２】
ここで、ＴAはシステム全体に対するＡＭＬＳ変換行列、ΦAは自由インターフェース縮退
固有モードであり、部分構造が消去された自由度を有するか、保持される自由度を有する
かに基づき２つの部分行列（ΦA

eαおよびΦA
rα）に分割可能である。ΦS

eはブロック対
角行列であり、各対角ブロックは消去された自由度を有する各部分構造の固有モードで満
たされ、ΦS

rは保持される自由度のみを有する根の部分構造の固有モードである。式（５
４）より、Φrαを式（５５）に示すように表すことができる。
【０１８３】
【数８０】

【０１８４】
　修正動的モードは式（５４）および（５５）を使用して、式（５６）に示すように簡素
化することができる。
【０１８５】

【数８１】

【０１８６】
　列ベクトル（
【０１８７】

【数８２】

【０１８８】
ΦS

e）から成る部分空間がその定義により線形独立であるため、修正動的モードの線形依
存性のみを項ΦA

eαから導くことができる。従って、直交修正動的モードを得るためにΦ

A
eαにおける列ベクトルのみが直交化される必要がある。まず、列ベクトルΦA

eαが、縮
退された剛性行列ＫAに対して直交化され、修正グラム・シュミットアルゴリズムを使用
してベクトル間の線形依存性が削除される。この直交化処理中にヌルベクトルが消去され
るため、修正動的モードの列数を低減可能である。直交化の後、それらを剛性直交ベクト
ルおよび質量直交ベクトルにするために剛性直交のΦA

eαを用いたリッツ解析が実行され
る必要があり、これより直交修正動的モードが以下の直交条件を満足させるようにする。
【０１８９】

【数８３】

【０１９０】
【数８４】
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【０１９１】
ここで、
【０１９２】
【数８５】

【０１９３】
は対角上に疑似固有値を含む対角行列であり、リッツ解析により計算可能である。
【０１９４】
　直交動的モードを用いて、縮約された剛性行列の項
【０１９５】
【数８６】

【０１９６】
が対角になり、その対角項が疑似固有値（
【０１９７】
【数８７】

【０１９８】
）および縮約された質量行列の項
【０１９９】
【数８８】

【０２００】
であり、これも対角となる。非対角縮約質量行列
【０２０１】
【数８９】

【０２０２】
はＡＭＬＳ縮退部分空間内で計算されるが、これは、修正動的モードがＡＭＬＳ縮退部分
空間において直交化されるためである。このことは、以下の式（５９）から導かれる。
【０２０３】
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【０２０４】
ここで
【０２０５】

【数９１】

【０２０６】
、は縮退された剛性および質量行列について直交化された修正動的モードである。この非
対角質量項はクレイグ・バンプトン法と同じ形式を持つが、消去された部分構造
【０２０７】

【数９２】

【０２０８】
に対する縮退された固有モードが計算の前に直交化されることを除く。
【０２０９】
　縮約された減衰行列について、対角減衰項を除く全ての縮約された減衰項を質量行列と
同じ方法で計算することが可能である。対角減衰項は以下の式（６０）から導くことがで
きる。
【０２１０】
【数９３】

【０２１１】
ここで、ＤA

eは消去された（自由度）部分構造の縮退された減衰行列である。
【０２１２】
　従って、縮約された力ベクトルは以下のように書くことができる
【０２１３】
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【数９４】

【０２１４】
ここで、
【０２１５】
【数９５】

【０２１６】
は根の部分構造の組み立てられた力ベクトルであり、
【０２１７】
【数９６】

【０２１８】
は直交化された縮退動的モードと消去された部分構造の縮退された力ベクトルとを使用し
て計算されたモードの力ベクトルである。
【０２１９】
　上述の方法を使用して、自由インターフェースの固有モードおよび拘束モード、ならび
に全ての縮約されたクレイグ・チャン部分構造システム行列を、ＡＭＬＳ固有値解プロシ
ージャ中に計算することが可能である。部分構造生成処理は、ＡＭＬＳ法を使用してクレ
イグ・バンプトン部分構造生成のようにＡＭＬＳ固有値解プロシージャ内に埋め込まれて
も良い。修正部分構造動的モードの再直交化の高コストは、直交化が縮退されたＡＭＬＳ
部分空間において行われるという事実により大幅に低減可能である。
【０２２０】
　例示の実施形態において、複数の保持される自由度が根の部分構造において組み合わさ
れる（６０４）。そして、一構造が複数のレベルの複数の部分構造に分割される（６０６
）。根の部分構造は、それ自身が有する固有モードを使用して縮退され（６０８）、全体
の構造もモードの部分空間上へ縮退される（６１０）。さらに、得られる複数の固有モー
ドは、得られる縮退された固有問題を解決する（６１４）こと、および直交化された修正
動的モード（６１２）により計算される。修正動的モードが復元され（６１６）、複数の
拘束モードおよび縮約された演算子が計算され、これらの全てはメモリ領域に保存される
（６１８）。
【０２２１】
　例示の実施形態において、ＡＭＬＳおよびクレイグ・チャンプロシージャが統合され、
１つまたは複数の部分構造の生成のために、いずれの計算も行う必要が無い。従って、上
記の図２に示す方法と同様に、部分構造通常モードおよび拘束モードならびに縮約された
部分構造システム行列は、追加的な計算コストが非常に少なく済む。上述の実施形態は、
部分構造生成処理の性能を大幅に向上させ、全部分構造モードの使用および計算の必要性
を除去することにより計算資源の使用を削減する。
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【０２２２】
　図７は、上述および／または上述のものに関連し得る追加的な処理など、物理的物体の
３Ｄ表現の有限要素解析において使用するための例示のコンピュータシステム７００の概
略ブロック図である。例示の実施形態において、メモリ領域７０２は、例えば、システム
行列、構造情報、部分構造情報、固有モード、固有値、拘束モード、直交化固有モード、
縮約された演算子、またはＦＥＡシミュレーション環境において使用可能な任意の他の適
切なデータ型、を含むシミュレーションデータなどのデータの保存に使用するための１つ
または複数の記憶装置７０４を含む。いくつかの実施形態において、メモリ領域７０２は
、サーバシステム７０６と連結され、これが管理システム７０８および／またはユーザシ
ステム７１０にネットワーク７１２を介して次々と連結される。記憶装置７０４は、１つ
または複数のデータベースとして具現化されて良く、単一または複数の地理的場所に配置
されて良く、または、サーバシステム７０６に統合されて良い。
【０２２３】
　理解されるであろうが、ネットワーク７１２は、インターネット等の公衆ネットワーク
、またはＬＡＮもしくはＷＡＮ等の私的ネットワーク、またはそれらの任意の組み合わせ
とすることができ、ＰＳＴＮまたはＩＳＤＮサブネットワークを含むこともできる。ネッ
トワーク７１２は、イーサネットネットワーク等の有線とすることができ、またはＥＤＧ
Ｅ、３Ｇおよび４Ｇ無線セルラーシステムを含むセルラーネットワーク等の無線とするこ
とができる。無線ネットワークはまた、ＷｉＦｉ、ブルートゥース、または任意の他の既
知の無線通信形式とすることができる。従って、ネットワーク７１２は、単なる例であり
、当面の向上の範囲を制限するものでは全くない。
【０２２４】
　当業者は認識するであろうが、管理者システム７０８および／またはユーザシステム７
１０は、図８を参照して以下で説明するような任意の適切なコンピュータシステム、また
は任意の他の既知のコンピュータシステムとすることができる。さらに、サーバシステム
７０６が上述の処理および／または上述のものに関連する任意の追加の処理を実行するべ
く構成されることは理解すべきである。
【０２２５】
　サーバシステム７０６は上述の処理を実行させるコンピュータ可読命令を記憶し、これ
らの命令を、ネットワーク７１２を介して管理者システム７０８および／またはユーザシ
ステム７１０に提供する。さらに、サーバシステム７０６はまた、メモリ領域７０２から
のデータを必要に応じて管理者システム７０８およびユーザシステム７１０に提供する。
そのように、図７にはクラウドコンピュータ、分散コンピュータなどを介したコンピュー
タシステム７００の実装が含まれる。
【０２２６】
　図８は、サーバシステム７０６、管理者システム７０８および／またはユーザシステム
７１０（それぞれ図７に図示される）と共に使用するための例示のコンピュータアーキテ
クチャ８００の概略ブロック図である。
【０２２７】
　例示の実施形態において、コンピュータアーキテクチャ８００には、上述の処理および
／または上述の処理に関連する任意の追加の処理を実行する１つまたは複数のプロセッサ
８０２（ＣＰＵ）が含まれる。用語「プロセッサ」は一般に任意のプログラム可能システ
ムを指し、これにはシステム・マイクロコントローラ、縮小命令セットコンピュータ（Ｒ
ＩＳＣ：ｒｅｄｕｃｅｄ　ｉｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ　ｓｅｔ　ｃｉｒｃｕｉｔ）、特定用
途向け集積回路（ＡＳＩＣ：ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ－ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｉｎｔｅｇｒ
ａｔｅｄ　ｃｉｒｃｕｉｔ）、プログラム可能論理回路、および／または本明細書に記載
する機能を実行することができる任意の他の回路またはプロセッサが含まれる。上記の例
は単なる例示であり、従って、用語「プロセッサ」の定義および／または意味を制限する
ことは全く意図されない。
【０２２８】
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　上述の処理および／または上述のものに関連する任意の追加の処理は、コンピュータ実
行可能命令として、例えば、システムバス８０６によりプロセッサ８０２に対して動作可
能および／または通信可能に連結されるメモリ領域８０４に記憶されて良い。「メモリ領
域」は本明細書で使用される時、一般に任意のプログラムコードおよび命令を記憶する手
段を指し、上記プログラムコードおよび命令は、アライメントツールを使用して副次的な
オブジェクトの自動的な位置合わせを支援するべく１つまたは複数プロセッサにより実行
可能である。メモリ領域８０４には、１つまたは２つ以上のメモリ形式が含まれて良い。
例えば、メモリ領域８０４には、ＲＡＭ（ｒａｎｄｏｍ　ａｃｃｅｓｓ　ｍｅｍｏｒｙ）
８０８が含まれて良く、ＲＡＭ８０８には、不揮発性ＲＡＭ、磁気ＲＡＭ、強誘電体ＲＡ
Ｍ、および／または他の形式のＲＡＭを含むことができる。メモリ領域８０４にはまた、
ＲＯＭ（ｒｅａｄ　ｏｎｌｙ　ｍｅｍｏｒｙ）８１０および／またはフラッシュメモリお
よび／またはＥＰＲＯＭ（ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ－ｐｒｏｇｒａｍｂａｌｅ　ｒｅａ
ｄ－ｏｎｌｙ　ｍｅｍｏｒｙ）が含まれて良い。任意の他の適切な磁気メモリ、光メモリ
、および／またはハードディスクドライブ（ＨＤＤ：ｈａｒｄ－ｄｉｓｋ　ｄｒｉｖｅ）
８１２等の半導体メモリが、単体または他のメモリ形式との組み合わせでメモリ領域８０
４に含まれて良い。ＨＤＤ８１２はまた、プロセッサ８０２との間でメッセージを送信お
よび受信する際に使用するためのディスクコントローラ８１４に対して連結されて良い。
さらに、メモリ領域８０４はまた、適切なカートリッジディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ
またはＵＳＢメモリ等の取り外し可能または着脱可能なメモリ８１６とすること、または
これらを含むことができる。上記の例は単なる例示であり、従って、どのようにも用語「
メモリ領域」の定義および／または意味を制限することは全く意図されない。
【０２２９】
　コンピュータアーキテクチャ８００にはまた、ディスプレイコントローラ８２０に対し
て例えば動作可能に連結される、表示装置８１８が含まれる。ディスプレイコントローラ
８２０は、表示装置８１８による表示のためにシステムバス８０６を介してデータを受信
する。表示装置８１８は、モニタ、テレビのディスプレイ、プラズマディスプレイ、液晶
ディスプレイ（ＬＣＤ：ｌｉｑｕｉｄ　ｃｒｙｓｔａｌ　ｄｉｓｐｌａｙ）、発光ダイオ
ード（ＬＥＤ：ｌｉｇｈｔ－ｅｍｉｔｔｉｎｇ　ｄｉｏｄｅ）に基づくディスプレイ、有
機ＬＥＤ（ＯＬＥＤ：ｏｒｇａｎｉｃ　ＬＥＤ）に基づくディスプレイ、高分子ＬＥＤに
基づくディスプレイ、表面伝導型電子放出素子に基づくディスプレイ、投影および／また
は反射された画像を含むディスプレイ、または任意の他の適切な電子装置またはディスプ
レイ、機構であって良いが、これに限定されない。さらに、表示装置８１８には関連する
タッチスクリーンコントローラを有するタッチスクリーンが含まれて良い。上記の例は単
なる例示であり、従って、どのようにも用語「表示装置」の定義および／または意味を制
限することは全く意図されない。
【０２３０】
　加えて、コンピュータアーキテクチャ８００には、ネットワーク（図８には図示せず）
と通信する際に使用するためのネットワークインターフェース８２２が含まれる。さらに
、コンピュータアーキテクチャ８００には、キーボード８２４、および／またはローラボ
ール、マウス、タッチパッド等のポインティングデバイス８２６などの１つまたは複数の
入力装置が含まれる。入力装置は入力／出力（Ｉ／Ｏ）インターフェース８２８によって
連結されて制御され、インターフェース８２８はさらにシステムバス８０６に対して連結
される。
【０２３１】
　表示装置８１８、キーボード８２４、ポインティングデバイス８２６、また、ディスプ
レイコントローラ８２０、ディスクコントローラ８１４、ネットワークインターフェース
８２２およびＩ／Ｏインターフェース８２８の一般的な特徴および機能性については既知
であるため、本明細書では簡潔にする目的でその説明を省略する。
【０２３２】
　物理的物体の３Ｄ表現のＦＥＡにおいて使用するための方法、システム、装置およびコ
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ンピュータプログラム製品の例示の実施形態については、上記で詳細に説明した。方法、
システム、装置、コンピュータプログラム製品は、本明細書に記載される特定の実施形態
に限定されず、むしろ、方法および／またはコンピュータプログラム製品の操作、および
／または、システムおよび／または装置のコンポーネントは、本明細書に記載される他の
操作および／またはコンポーネントから独立かつ分離して利用されて良い。さらに、記載
される操作および／またはコンポーネントは、他のシステム、方法および／または装置に
おいて定義されて良く、または、それらと組み合わせて使用されて良く、かつ、本明細書
に記載されるシステム、方法および記憶媒体と共に実践されることに限定されない。
【０２３３】
　本明細書に記載されるようなクライアントコンピュータおよびサーバには、少なくとも
１つのプロセッサまたはプロセシングユニットおよびシステムメモリが含まれる。クライ
アントコンピュータおよびサーバは典型的には、少なくともいくつかの形式のコンピュー
タ可読媒体を有する。制限ではなく例として、コンピュータ可読媒体には、コンピュータ
記憶媒体および通信媒体が含まれる。コンピュータ記憶媒体には、揮発性および不揮発性
、着脱可能および着脱不可能の媒体が含まれ、コンピュータ可読命令、データ構造、プロ
グラムモジュールまたは他のデータなどの情報を記憶するための任意の方法または技術で
実装される。通信媒体は典型的には、コンピュータ可読命令、データ構造、プログラムモ
ジュールまたは他のデータを、搬送波または他の転送機構などの変調データ信号で具現化
し、かつ、任意の情報配信媒体を含む。当業者は変調データ信号には精通しているが、変
調データ信号はその１つまたは複数の特徴が、情報を信号に符号化する方式で設定または
変更される。上記のもののいずれかの組み合わせもまたコンピュータ可読媒体の範囲に含
まれる。
【０２３４】
　上述の処理を使用するための例示のコンピュータ実行可能コンポーネントには、根の部
分構造生成コンポーネントが含まれるがこれを単に含むことに限定されず、根の部分構造
生成コンポーネントは、サーバシステム７０６（図７に示す）またはプロセッサ８０２（
図８に示す）に、３Ｄ表現の複数の保持される自由度を組み合わせて根の部分構造の形成
を行わせる。コンポーネントに含まれる部分構造生成コンポーネントにはまた、サーバシ
ステム７０６またはプロセッサ８０２に、３Ｄ表現の構造を部分構造モード部分空間に縮
退させること、および、縮退された構造に基づき、複数の固有モード、拘束モード、およ
び縮約された演算子を計算すること、を行わせるものもある。さらに、部分構造生成コン
ポーネントは、サーバシステム７０６またはプロセッサ８０２に、複数の固有モード、拘
束モードおよび縮約された演算子に基づき、３Ｄ表現の少なくとも１つの部分構造の生成
を行わせる。
【０２３５】
　いくつかの実施形態において、コンポーネントにはまた、行列生成コンポーネントが含
まれ、上記行列生成コンポーネントは、サーバシステム７０６またはプロセッサ８０２に
、剛性行列、質量行列、減衰行列および力ベクトル行列の内の少なくとも１つを計算させ
る。そのような実施形態において、部分構造生成コンポーネントは、サーバシステム７０
６またはプロセッサ８０２に、剛性行列、質量行列、減衰行列および力ベクトル行列の内
の少なくとも１つに少なくとも部分的に基づき、縮退された構造を計算させる。
【０２３６】
　いくつかの実施形態において、部分構造生成コンポーネントはまた、サーバシステム７
０６またはプロセッサ８０２に、構造を少なくとも１つの部分構造に分割して、剛性行列
、質量行列、減衰行列および力ベクトル行列の内の少なくとも１つに少なくとも部分的に
基づき、上記少なくとも１つの部分構造に複数のレベルが含まれるようにすることを行わ
せる。
【０２３７】
　いくつかの実施形態において、部分構造生成コンポーネントはまた、サーバシステム７
０６またはプロセッサ８０２に、縮退された構造を使用した縮退された固有問題の計算を
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行わせる。
【０２３８】
　さらに、部分構造生成コンポーネントはまた、サーバシステム７０６またはプロセッサ
８０２に、根の部分構造を除いて構造の縮退を行わせる。他の実施形態において、部分構
造生成コンポーネントはまた、サーバシステム７０６またはプロセッサ８０２に、構造お
よび根の部分構造の縮退を行わせる。
【０２３９】
　いくつかの実施形態において、部分構造生成コンポーネントはまた、サーバシステム７
０６またはプロセッサ８０２に、複数の直交修正動的モードを計算させる。
【０２４０】
　本発明は、例示のＦＥＡシミュレーションシステム環境に関連して説明されたが、本発
明の実施形態は多数の他の汎用または専用のシミュレーションシステム環境または構成を
用いて動作可能である。シミュレーションシステム環境では、本発明の任意の態様の使用
または機能性の範囲についていずれの制限も示唆することは意図されない。さらに、シミ
ュレーションシステム環境は、例示の操作環境において例示されるコンポーネントのいず
れか１つまたは組み合わせに関連するいずれの依存性または必要性も有すると解釈される
べきではない。本発明の態様において使用するために適切であろう周知のシミュレーショ
ンシステム、環境、および／または構成の例には、パーソナルコンピュータ、サーバコン
ピュータ、ハンドヘルドもしくはラップトップ装置、マルチプロセッサシステム、マイク
ロプロセッサベースのシステム、セットトップボックス、プログラム可能家庭電化製品、
携帯電話、ネットワークＰＣ、ミニコンピュータ、メインフレームコンピュータ、上記の
システムまたは装置のいずれかを含む分散コンピュータ環境、などが含まれるが、これに
制限されない。
【０２４１】
　本発明の実施形態は、プログラムコンポーネントまたはモジュール等の１つまたは複数
のコンピュータまたは他の装置により実行されるコンピュータ実行可能命令の一般的な文
脈で記載されて良い。本発明の態様は、任意の数および組織のコンポーネントまたはモジ
ュールと共に実装されて良い。例えば、本発明の態様は、図面に例示されかつ本明細書に
記載される特定のコンピュータ実行可能命令または特定のコンポーネントもしくはモジュ
ールに限定されない。本発明の代替の実施形態には、本明細書に例示かつ記載されるもの
よりも機能性が多いまたは少ない異なるコンピュータ実行可能命令またはコンポーネント
が含まれて良い。
【０２４２】
　本明細書に例示かつ記載される本発明の実施形態において操作の実行の順番は、特に指
定しない限り重要ではない。すなわち、操作は特に指定しない限り任意の順番で実行され
て良く、本発明の実施形態に含まれる操作は、本明細書に開示されているものに追加され
ても、開示されているものより少なくても良い。例えば、特定の操作を、他の操作の前、
同時または後に実行することは本発明の態様の範囲である、と考えられる。
【０２４３】
　本発明の態様の要素またはその実施形態を紹介する際、冠詞「ある」「１つの」「上記
」および「前記」は１つまたは複数の要素が存在することを意味することが意図される。
用語「備える」「含む」および「有する」は包括的であり、挙げられる要素の他に追加の
要素が存在して良いことを意味することが意図される。
【０２４４】
　本記載では、例を使用して最良の形態を含む本発明を開示し、任意の装置またはシステ
ムを作成および使用することおよび任意の組み込まれる方法を実行することを含む本発明
の実施をいずれの当業者も行うことを可能にさせる。本発明の特許性の範囲は、請求項に
より定義され、当業者に対して生じる他の例を含んで良い。そのような他の例は、上記例
が請求項の文言とは異ならない構造要素を有する場合、または、上記例に等価の構造要素
が含まれ請求項の文言との違いに実体がない場合、請求項の範囲内であることが意図され
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